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個別分野の議論との融合
前述したように、個別分野の政策では従来からリスク評価

やベネフィット評価といった形で科学的助言が実践されてき
ており、科学と政治・行政との関係についての具体的な知見
が蓄積されている。一方で、近年拡大してきている科学的助
言という概念と方法は、科学と政策形成に関する分野横断的
な一般論を提供できる。いま求められているのは、これら両
者の間の意思疎通や情報・知見の共有であるといえるのでは
ないか。特に、リスク評価を行う科学的助言者とリスク管理
を担う政策立案・決定者との間の役割分担のあり方や、ビッ
グデータ分析の台頭を含む科学的助言の形態の変化への対応
などについて、各政策分野を比較すると興味深い示唆が得ら
れるのではないかと考えられる。
本稿の内容に関するより詳細な議論については、小著『科

学的助言－ 21世紀の科学技術と政策形成』（東京大学出版
会、2016年）を参照されたい。

政策研究大学院大学教授、
SciREXセンター副センター長科学技術振興機構 
研究開発戦略センター 上席フェロー

有本 建男 （ありもと たてお）
京都大学大学院理学研究科修士課程修了。科学技術
庁政策課長、内閣府大臣官房審議官、文部科学省科
学技術・学術政策局長などを経て現職。OECD科学
的助言プロジェクト 共同議長を務める。

新潟大学 人文社会・教育科学系教授

佐藤 靖（さとう やすし）
専門は、科学技術史・科学技術政策。東京大学工学部
卒業後、科学技術庁（現文部科学省）を経てペンシ
ルバニア大学科学史・科学社会学科博士課程修了。
PhD。

科学技術振興機構 研究開発戦略センター フェロー

松尾 敬子（まつお けいこ）
東京大学大学院理学研究科博士後期課程修了。博士
（理学）。東京大学ERATO研究員、消費者庁を経て現
職。主な関心事は、科学技術政策、リスクコミュニ
ケーションなど。
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論文データは、科学研究における我が国の位置づけ
の把握、説明責任にかかる公的投資の成果の把握、大
学や公的研究機関のランキング等で、研究活動のア
ウトプットを計測する手段として、活用されている。
SciREX 事業においても、論文データを活用した調査
研究が実施されている。このように色々な場面におい
て活用されている論文データであるが、調査研究の実
施やその結果の活用に際しては、最低限の背景を理解
していないと、誤った活用につながる可能性がある。
そこで、本講座では、論文データにもとづく分析結果
を読む際の最低限の注意点を示したい。

メタデータの重要性
論文分析といっても、分析に用いたデータベースや手法に

よって、結果の見え方は異なる。既存の分析データを活用す
る際は、データの出典や分析がどのような条件で行われて
いるかの確認は最低限必要である。出典や分析の条件が明確
でないデータの活用は説明責任という観点からも避けるべ
きだろう。どの範囲まで確認するかは分析結果の利用シー
ンに依存するが、例えば、分析に用いたデータベース(Web 
of Science, Scopus, Google Scholar など )、データ抽出
を行った時点、論文のカウント方法 (整数カウント /分数カ
ウント )、分析対象の分野やドキュメントの種類 (Article, 
Review, Letter, Proceedingsなど)については、日ごろから
意識して確認することが必要である。

分数カウントと整数カウント
図表1は科学技術指標2016［1］に掲載している論文数の
データである。図表1(A)が整数カウントによる順位、図表
1(B)が分数カウントによる順位を示している。科学技術指標
では、分析にWeb of Scienceの Science Citation Index 
Expanded(自然科学系)を用いているが、同じデータベースを
用いてもカウントの仕方によって結果が異なることがわかる。
整数カウントとは、ある論文の著者の所属機関にA、B、C

という3カ国が含まれている場合、それぞれの国について1
件と数える方法である。一方、分数カウントとは、それぞれの
国について1/3件と数える方法である※。科学技術指標では、
整数カウントによる結果を論文生産への関与、分数カウント

による結果を論文生産への貢献として解釈を行っている。ど
ちらのカウント方法による測定が好ましいかは、分析の目的
や分析結果を利用するコンテキストに依存する。

※ 分数カウントの分母については、国単位、機関単位、著者
単位など異なった単位で計算できる。ここでは、機関単位
で計算した場合の例を示した。

分析対象の分野やドキュメントの種類
研究活動のアウトプットの形態は分野に大きく依存する。
したがって、分析対象となっている分野やドキュメントの種
類についても確認が必要である。前出の科学技術指標の場
合、分野としては自然科学系、ドキュメントの種類としては
Article, Reviewを対象としている。
人文・社会科学系については、論文ではなく図書としても
成果が公表される、日本語によって論文が記述される等の状
況もあり、科学技術指標の論文分析では対象とはしていな
い。しかしながら、説明責任にかかる公的投資の成果の把握
が求められることは自然科学系と同じであろうから、今後は
人文・社会科学系の研究活動のアウトプットの把握も進めて
いく必要がある。

分析結果を読む際の最低限の注意点
本講座では、科学技術イノベーション政策を考える基礎として、重要テーマごとに、どのようなデータがあるか、そのデータから何がいえるのか、ど
のような限界があるのかについて、専門家が解説する。第３回目は、「研究開発のアウトプット」としての論文データを取り上げる。

論文データにもとづく研究活動の把握

データの読み方講座 03 研究開発のアウトプット
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出典 ：科学技術指標2016, 科学技術・学術政策研究所, 調査資料-251, 2016年8月
　注 ：分析対象は、Article, Reviewである。年の集計は出版年（Publication year, PY）を用いた。
資料 ： トムソン・ロイター Web of Science XML (SCIE, 2015 年末バージョン )を基に、科学技

術・学術政策研究所が集計。

図表1  国・地域別論文数：上位15か国・地域
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また、情報通信にかかる研究については、会議録(Proceedings)
が重視される。人工知能等の動向把握については会議録の分
析も有効と考えられる[2]。

研究計量による評価の危うさ
論文の被引用数等の計量データは、適切に利用されれば専

門家による評定をより妥当、公正にするための補完となり得
る。しかし、データに主導された評価や、指標の意味・性質の
不十分な理解による誤用がしばしば見られる。このような状
況に対して、研究評価における計量データの利用についての
ベストプラクティスを示した「研究計量に関するライデン声
明」（“The Leiden Manifesto for research metrics”）が、
2015年にNature 誌上で公表された [3]。このマニフェスト
は、研究者、管理者、評価者の全てにとって、計量データに
立脚した研究評価のガイドラインとなるものと考えられるの
で、10の原則を以下に紹介する。ライデン声明自体のホーム
ページ [4] から、Nature 記事、各国語への翻訳記事やビデオ
へのリンクが張られているので、それぞれの原則の詳細につ
いては、そちらを参照願いたい。

THE LEIDEN MANIFESTO FOR RESEARCH METRICS
1  定量的評価は、専門家による定性的評定の支援に用いる
べきである。
2  機関、グループ又は研究者の研究目的に照らして業績を
測定せよ。
3 優れた地域的研究を保護せよ。
4  データ収集と分析のプロセスをオープン、透明、かつ単
純に保て。
5  被評価者がデータと分析過程を確認できるようにすべき
である。
6 分野により発表と引用の慣行は異なることに留意せよ。
7  個々の研究者の評定は、そのポートフォリオの定性的判
定に基づくべきである。
8 不適切な具体性や誤った精緻性を避けよ。
 9 評定と指標のシステム全体への効果を認識せよ。
10 指標を定期的に吟味し、改善せよ。

論文以外のアウトプット指標
これまでに述べたような留意点はあるものの、国際比較及

び時系列分析が可能であるという点で、論文データベースを

用いた分析は、今後も研究活動のアウトプットを把握する重
要な手段として活用されていくであろう。他方で、論文分析
は研究活動の一面を示しているにすぎず、研究活動の全体像
の把握には論文以外のアウトプット指標の活用もなされるべ
きである。例えば、特許の分析については、主に経済学分野
で研究の蓄積が行われているし、経済協力開発機構では各種
指標の開発が行われている [5]。また、最近では商標を用いた
分析も進められつつある[6]。
研究活動が多様であるように、そのアウトプットも多様で
あるはずである。観測や評価の結果を、次の政策立案等のエ
ビデンスとして活用することを目指すのであれば、研究の目
的に照らした研究活動のアウトプットの計測に向けた取組み
も併せてなされることが望まれる。

参考文献
［1］ 科学技術・学術政策研究所 科学技術・学術基盤調査研究室, 科学技

術指標2016, 科学技術・学術政策研究所 調査資料 -251, 2016年

8月

［2］ 小柴 等 , 国際・国内会議録の簡易分析に基づく我が国の人工知能

研究動向把握の試み , 科学技術・学術政策研究所 調査資料 -253, 

2016年8月

［3］ Hicks, D., Wouters, P., Waltman, L., de Rijcke, S. and Rafols, 

I. The Leiden Manifesto for research metrics. Nature, 

2015, 520 (7548), 429‒431. Leiden manifesto for research 

Metrics. 

［4］ http://www.leidenmanifesto.org/ (2016年12月閲覧)

［5］OECD Patent Statistics Manual, OECD, OECD Paris, 2009

［6］ 元橋一之 , 池内健太 , 党建偉 , 意匠権及び商標権に関するデータ

ベースの構築 , 科学技術・学術政策研究所 調査資料 - 249, 2016

年4月

科学技術・学術政策研究所　科学技術・学術基盤調
査研究室長

伊神 正貫（いがみ まさつら）
専門は科学計量学。科学技術システムの定点観測、
科学における知識創出プロセスの分析、科学研究の
マッピングなどに従事。SciREXのデータ・情報基盤
構築にもかかわっている。博士(工学)。
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まず、梶川さんのご専門、ご関心事についてお伺いします。
私の現在の専門分野は、技術経営・イノベーション科学で

す。以前の専門が化学工学ということもあり、エネルギーや
材料分野を研究対象とすることが比較的多いですが、大学院
で様々な産業領域・職種・職階の社会人に技術経営やイノ
ベーション科学を教えていることや、本務である東京工業大
学および兼業先の名古屋大学で研究・産学連携戦略立案業務
に携わっていることなどもあり、その時々の要請によって、
IoT や AI、医薬品や健康医療情報、持続可能性や社会イノ
ベーションといった幅広い領域を対象に研究しています。

梶川さんが現在、SciREX 事業を通して行っている研究につ
いて聞かせてください。
今回の研究プロジェクト［1］では、政策過程において、ど
のようなエビデンスが、収集・作成・活用されているか、ま
た、組織内で政策立案時の文脈やエビデンスがどのように継
承されているのかを調査し、政策におけるエビデンスのある

べき姿を提案していきたいと考えています。
私は、これまで SciREX に関わる中で、データ分析やシ
ミュレーション等のエビデンスを作る科学に比べて、エビデ
ンスとして活用する知見や仕組み、科学が不足しているので
はないかと感じてきました。エビデンスというと数値化され
たデータのことを思い浮かべるかもしれませんが、実際の政
策の現場では、客観的事実やデータだけでなく、上位の政策
や他国の政策および動向、ステークホルダーの判断等が政策
実施のためのエビデンスとして参照されています。また、エ
ビデンスは政策を推進する根拠として使われるため、政策や
組織と無関係には存在しません。政策や組織を取り巻く環境
や条件、文脈に大きく影響されます。エビデンスに意図やバ
イアスが入り込み、政策を大きく歪めてしまう、政策が望ま
しい効果を生まない場合もあるでしょう。担当者が異動にな
り、当初の目的や文脈、エビデンスが十分に組織内で共有さ
れず、舵取りが難しくなるといったことも生じていると思わ
れます。
本プロジェクトでは、そのような政策とエビデンスの複雑
な関係性を明らかにすることに取り組みます。ポイントは、
現状の政策過程に対する記述的分析と、理論研究による規範
的研究の両面から研究することで、これにより、現状を単に
追認するのではなく、あるべきエビデンスやその活用の姿を
提示していきたいと考えています。

政策研究の難しさはどういったところにあるのでしょうか。
また、楽しさは？
難しさですが、様々な人や組織、それらが埋め込まれた社
会を対象とすること、事象の発生時期も過去から現在、想定

目指すべき到達地点は政策の科学とすべきであって、
政策のための科学ではない

SciREXと研究者 ～政策と科学の繋ぎ手たち～

2 エビデンスプロセスの分析エビデンスプロセスの分析

1 エビデンスの再定義

3 エビデンスフレームワークの構築

上位の政策・
施策・動向

他国の政策・
施策・動向

客観的事実・
データ・分析結果

主観的判断・
戦略行動や

戦略に対する読み

エビデンス

収集

作成

活用

継承

東京工業大学環境・社会理工学院准教授

梶川 裕矢（かじかわ　ゆうや）
東京大学工学部化学システム工学科卒業、同大学院修士課程及び博士課
程修了。博士(工学)。日本学術振興会特別研究員、東京大学大学院工学
系研究科助手、助教、特任講師を経て2012年より現職。
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する未来、かつ、それら異時点の間の行為の連鎖や、継承し
つつ変化する文脈や文化を対象とするという社会科学にしば
しば共通する難しさを挙げられると思います。政策研究に特
有の難しさとしては、政策の曖昧性、特に政策目標の多義性
と多層性を挙げることが出来るのではないでしょうか。
政策目標の多義性ですが、これが企業研究であれば、企業

の持続可能性や収益性、それらへの貢献を経営の良し悪しの
評価指標として用いることが可能でしょう。いささか単純に
過ぎるかもしれませんが、視点を一つに定めることで、個々
の研究成果や知見を統合しやすいし、目的も明確となりま
す。しかし、政策研究ではその政策目標がまず多義的ですし、
複数の政策や施策、プログラムやプロジェクトが多層に積み
重なり互いの関係性がみえづらい。また、政策や施策の建前
と本音が違う場合もあり、公開情報だけで分析するのは困難
な場合があります。
しかし、そのような難しさの裏返しが楽しさとなる面もあ

ると思います。異なる立場や価値観が複雑に錯綜する中で、
多面的に物事を捉える、それ自体が研究者としての自分自身
のこれまでの認識やその枠組みを刷新していくという知的営
みとしての科学の楽しさが一つある。もう一つ、政策は当然、
実社会と関わる。影響範囲も広範です。それ故の複雑さから
生じる困難さはあるとしても、よりよい社会を築いていくこ
とに直接的・間接的に関わっていくという行動する科学とし
ての楽しさ、やりがいがあると思います。

梶川さんの考える「政策のための科学」とは？
政策の科学を、政策の「ための」科学とすることについてま

ず考える必要があると思います。ジョゼフ=ナイが指摘して
いる［2］ように、科学と政策の間には離れ過ぎず近すぎない、
一定程度の距離感が必要です。以前、杉山昌広さん(現：東京
大学政策ビジョン研究センター准教授 )と一緒に書いた解説 
を引用すると、「科学はその時の世相や政治的なタイミング
に合わせ意見を歪めることなく、中立的な立場で信頼に足る
理論やデータ、言説を提示するよう努めるべきである。他方、
政治や行政に携わる者は、「政策の科学」が進展するにつれ、
より多くの客観的な評価にさらされ、政策を立案し実施する
ためにより多くのエビデンスの提示を求められるようになる
であろう。科学の側も単に知的好奇心を満足させるための研
究ではなく、学術的に卓越し、かつ、政策に実質的に貢献し
得る研究と成果が求められるであろう。そのような緊張関係

を伴った連携こそが、「政策の科学」の進展と活用、ならびに
優れた政策や施策の実現を後押しすると考えられる」［3］。こ
の考えは今でも変わっていません。
もちろん、現在のSciREXの状況を鑑みると、政策の「ため
の」科学を強調することが必要であるということに私は同意
します。そう思うからこそ、上述の政策過程におけるエビデ
ンス記述・解釈に関する調査研究を実施しているわけです。
しかし、目指すべき到達地点は政策の科学とすべきであっ
て、政策のための科学ではないと私は考えています。
これは、政策の科学を、政策やその現場と無関係に存在さ
せるべきとか、政策を非難するのがミッションであるという
ことではもちろんありません。依って立つ基盤は他の科学が
そうであるように弁証法の正反合という考え方です。つまり
政策の正しさを擁護するのではなく、徹底的に批判的に考え
る、それにより、正しい部分とそうでない部分がより明確に
なるし、新たな政策やその実施に繋がるのだと思います。

［1］ 本研究プロジェクト「政策過程におけるエビデンス記述・解釈に

関する調査研究」は、 2016年度JST・RISTEX「科学技術イノベー

ション政策のための科学 研究開発プログラム」で採択されていま

す。 https://ristex.jst.go.jp/stipol-icy/project/project22.html

［2］ J.S. Nye Jr., Bridging the Gap between Theory and Policy, 

Political Psychology, 29(4), 593‒693（2008）

［3］ 杉山昌広、梶川裕矢、「国会に対する科学的助言の必要性― 政策の

科学の実質的な活用のために―」、研究 技術 計画、 27、 226-240 

(2012)
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医療データを活用できる基盤構築に向けて
このプロジェクトでは、現実世界（リアルワールド）に存

在する健康情報を活用した予防医療の推進や健康増進を目指
しています。これからの病気の治療、予防には、人が生まれ
てから死を迎えるまでの年代記である健康ライフコースデー
タの構築が欠かせません。ＩＴを活用することで、自治体の
持つ学校健診情報の可視化し、可視化されたデータを適正に
利用できる基盤を作り上げていくことは、今後の健康・医療
政策に資するものと考えています。

ライフコースデータ

出   生 赤ちゃん手帳データ（母子保健法）

学校健診 学校健診情報（学校保健安全法）

健康診断 特定健診データ・人間ドックデータ等

受   診 電子カルテ情報

介   護 要介護認定情報・特養入所時情報

死   亡

なぜ学校健診情報なのか
日本では、診療報酬請求（レセプト）情報の解析は端緒につ
いたものの、学校健診情報や母子保健情報といった健診情報
の活用に関しては手付かずでした。学校健診情報や母子保健
情報は、各自治体できちんと記録がとられているにも関わら
ず、紙で保管されるなど電子化されていませんでした。まず
は学校健診情報を皮切りに、社会に存在する健康情報を電子
化し、収集・活用することのできる基盤をつくることが、持
続可能な健康・医療政策の実現への第一歩だと考えました。

超高齢社会を迎え、健康・医療政策における財政的懸念が高
まっている今だからこそ、経年的な健康情報の蓄積と活用、
取り組みの精緻化に向けて、いち早く取り組みを開始するこ
とが大切だと考えます。

プロジェクトを進める上での課題
それぞれの健診情報を所轄する省庁が異なり、更には、各
自治体の条例も情報の取り扱いに影響することにより活用が
難しい状況が生じているというのが現状です。また、情報を
収集する段階では、一般市民の方に健康情報の利活用に対す
る理解を深めてもらうことが大切です。自治体の首長や、教
育委員会、健康福祉部局の方、さらには生徒や保護者の方と
の相互理解なしには、進められないプロジェクトです。

研究のアプローチ
まずは、自治体との連携を進めています。また、健康情報
を蓄積するデータベースの構築にあたっては、自治体や個人
に情報を還元するための一次利用、研究者が活用し予防医療
や健康増進に繋げるための二次利用を想定し、独自のシステ
ム開発を行っています。一般市民との相互理解の観点では、
関連する倫理的、法的、社会的問題（ELSI）の抽出を目的に
アンケート調査を行い、理解や認識、取り組みにおいて配慮
すべきことを明らかにしています。

これまでの成果
現在、33都道府県76自治体と調整し、2017年1月時点
で50自治体と取組みを開始しております。既に、自治体や個
人に対して、学校健診情報レポートの還元も開始しました。

2016年度よりSciREX事業では、9つの重点課題を設け、9つの研究プロジェクトを実施しています。本号では、重点課題の1つである
「少子高齢化と科学技術イノベーション政策」に関する研究プロジェクトをご紹介します。

自治体の持つ学校健診情報の可視化と
その利用に向けての基盤構築

SciREX　拠点間連携プロジェクト 1

学校の許可を得てデータ取得

データ取得から
二次利用データ化
までの流れ 独自開発の

スキャニングソフト

スキャン

暗号化フォルダ データ化

手書きの調査票

学校内

二次利用データに変換

データベース格納

研究機関

スキャンデータ レポート出力サーバ

匿名化データ出力

研究利用

学校に
還元

パンチャー OCR アップロード

1

2

3

4

5

6 7 8

8

9
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ユーザーからは、地域レベル、個人レベルの健康の把握や健
康意識の向上に繋がるとの好評を得ています。今後も多くの
自治体の方々に興味を持っていただき、活動を深化させると
ともに、持続可能な健康・医療政策の実現に向けて尽力して
いきたいと思っています。

プロジェクトのコンタクト先：
kawakami.koji.4e@kyoto-u.ac.jp

 （文責：井出和希、川上浩司）
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